

番　　　号
平成○○年○月○日

　一般社団法人　環境共創イニシアチブ
　　代　表　理　事　　赤　池　　学　殿
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　○○○県○○市○○一丁目○番○号
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　○○○○株式会社
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　代表取締役　　○○　○○　　印
平成２９年度省エネルギー投資促進に向けた支援補助金（省エネルギー投資促進に向けた支援補助事業のうちエネルギー使用合理化等事業者支援事業）補助事業計画変更届


  平成○○年○月○日付けＳＩＩ○○○○○○○○○○○をもって交付決定のあった経済産業省からの省エネルギー投資促進に向けた支援補助金（省エネルギー投資促進に向けた支援補助事業のうちエネルギー使用合理化等事業者支援事業）交付要綱第３条に基づく国庫補助金に係る補助事業を下記のとおり変更したいので、届出します。
記
１．補助事業の名称
　　○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○
２．変更の内容
　　○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○
３．変更が必要な理由
　　○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○


４．変更が補助事業に及ぼす影響
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　変更前　　　　　　　　　変更後
　区分（ア）の計画時の省エネルギー量：　　　　kl／年　　　　　　　　　kl／年

　　　　　　　　　　　　　　　　　率：　　　　％　　　　　　　　　　　％
区分（イ）の計画時のピーク対策効果量：　　　　千kWh／年　　　　　　千kWh／年

　　　　率：　　　　％　　　　　　　　　　　％

区分（ウ）の計画時の省エネルギー量：　　　　kl／年　　　　　　　　　kl／年

　　　　率：　　　　％　　　　　　　　　　　％

区分（ウ）の計画時のピーク対策効果量：　　　　千kWh／年　　　　　　千kWh／年

　　　　率：　　　　％　　　　　　　　　　　％

５．変更後の補助事業に要する経費、補助対象経費及び補助金の配分額（新旧対応）
別紙
※
一般社団法人 環境共創イニシアチブの省エネルギー投資促進に向けた支援補助金（省エネルギー投資促進に向けた支援補助事業のうちエネルギー使用合理化等事業者支援事業）は、経済産業省が定めた省エネルギー投資促進に向けた支援補助金（省エネルギー投資促進に向けた支援補助事業のうちエネルギー使用合理化等事業者支援事業）交付要綱第３条に基づく国庫補助金を省エネルギー効果が高いと見込まれ、費用対効果が優れていると認められる設備・技術を導入しようとする方に交付するものです。
（注）手続代行の場合は、手続代行者の住所、名称、代表者等名を記載し、代表者印を押印した書面を添付すること
（別紙）
変更後の補助事業に要する経費、補助対象経費及び補助金の配分額
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：円）
	補助対象経費の区分
	補助事業に要する経費
	補助対象経費の額
	補助率
	補助金の額

	
	配分済額
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***,***
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	合計
	***,***
	0
	***,***
	***,***
	0
	***,***
	0
	***,***
	0
	***,***



本書式は、交付申請内容の軽微な変更


(省エネ効果・補助金の変更がない)の場合に使用する


補助事業の実施中に、事業内容の変更の可能性が生じた


場合には、あらかじめ環境共創イニシアチブに報告し、


その指示に従う





自社で文書番号を付けない場合、


この『番号』の文字は削除





共同申請の場合は


全事業者を記載





交付決定通知書番号





変更前後の省エネ効果を記載





削除不可





・補助事業計画変更届とは、別に変更後の実施計画書を提出


・必要に応じて、変更内容、変更の理由等を補足する資料を別添書類として提出





円単位で記載


変更額が０円であることを確認


補助率は1/3、1/2（交付決定通知書に記載の数字）












